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「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令の 

一部を改正する省令」の施行に伴い期限猶予措置の対象となった保険 

医療機関等に対する勧奨等について 

 

 

標記については、「「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令

の一部を改正する省令」の施行に伴い期限猶予措置の対象となった保険医療機関等が提

出する状況届について」（平成 21 年 5 月 14 日保総発第 0514001 号。以下「5 月 14 日総務

課長通知」という。）の記の４により、6 月請求時まで審査支払機関が重点をおいて勧奨す

る病院及び薬局について通知したところであるが、7 月請求に向けた勧奨等の基本的な方

針を下記のとおり通知する。 

「「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令の一部を改正する

省令」の施行に伴い地方厚生（支）局が行う指導に当たって当面必要な取組について」（平

成 21 年 6 月 18 日保総発第 0618001 号、保医発第 0618002 号）の記の１に示したように、

一次的には審査支払機関から勧奨を行うこととしているが、勧奨によってもオンライン請求

への移行準備が十分に進まない病院及び薬局に対しては、地方厚生（支）局から指導する

こととしているので、審査支払機関と連携を図り、適切な取組をお願いする。 

なお、社会保険診療報酬支払基金理事長及び国民健康保険中央会長には、別途下記

について通知していることを申し添える。 

 

「写」 



 

記 

 

１  7 月請求時のオンライン請求への移行に向けて重点をおいて勧奨する病院及び薬局 

(1) 5 月 14 日総務課長通知の記の４(2)①から④に該当する病院・薬局については、以 

下のとおり勧奨の徹底を図ること 

①  6 月請求分に係る状況届（「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求

に関する省令の一部を改正する省令の施行について」（平成 21 年 5 月 8 日保発第

0508001 号）の記の第４の３に基づき、期限猶予措置の対象となった保険医療機関

等が提出する状況届をいう。以下同じ。）が未提出である病院及び薬局 

当該病院・薬局の状況が把握できていない状態を速やかに解消すること。 

また、勧奨を通じて、6 月請求分に係る状況届を提出していない理由、今後

の提出見込みを把握すること。 

②  「療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令」(昭和 51 年

厚生省令第 36 号。以下「請求省令」という。)第 3 条第 1 項(事務代行者を介したオ

ンライン請求を行う場合、第 4 条により読み替えられた第 3 条第 1 項も含む。)に基

づくオンライン請求の開始の届出(以下「オンライン開始届等」という。)を審査支払

機関に提出している病院・薬局（状況届の⑮に該当する病院、状況届の⑰に該当

する薬局） 

7 月請求分からはオンライン請求を行うよう勧奨を徹底すること。 

③  オンライン開始届等を提出していない場合であっても、提出していないことを除き

オンライン請求を行う準備が整っている病院・薬局（状況届の①かつ⑨かつ⑯に該

当する病院、状況届の①かつ⑦かつ⑱に該当する薬局、状況届の①かつ⑧かつ

⑬かつ⑱に該当する薬局） 

特別の事情がない限り、7 月請求分からはオンライン請求を行うよう勧奨を

徹底すること。 

④  既に電子媒体による請求を行っているものの、自らオンライン請求を行うための

回線敷設の予定も代行送信の申込予定もない薬局（状況届の①かつ⑧かつ⑫か

つ⑯に該当する薬局） 

回線敷設を行わなくとも代行送信を利用してオンライン請求ができることから、

特別な事情がない限り 7 月請求分以降は代行送信を利用してオンライン請求

を行うよう勧奨を徹底すること。 

⑤  レセプト電算処理システム（以下「レセ電」という。）導入の契約について、申込予

定なしとしている病院・薬局（状況届の⑧に該当する病院、状況届の⑥に該当する



 

薬局） 

猶予期限までに確実にオンライン請求できるよう、7 月請求分に係る状況届

において、レセ電導入の契約について申込済又は遅くとも 7月には申込予定あ

りとなるよう勧奨を徹底すること。 

⑥  レセ電導入の契約について、申込予定はあるものの具体的な申込予定年月が本

年 8 月以降であるなど遅れている病院・薬局（状況届の⑦に該当する病院の一部、

状況届の⑤に該当する薬局の一部） 

猶予期限までに確実にオンライン請求できるよう、7 月請求分に係る状況届

において、レセ電導入の契約について申込済又は遅くとも 7月には申込予定あ

りとなるよう勧奨を徹底すること。 

(2)  (1)のほか、以下の病院・薬局について、次のとおり勧奨の徹底を図ること。 

①  既にレセ電を導入している病院、又はレセ電は未実施で、レセ電導入の契約が

申込済みもしくは申込予定ありの病院であって、自らオンライン請求を行うための

回線敷設について回線提供業者への申込予定がないもの（状況届の①かつ⑭に

該当する病院、状況届の⑤又は⑦に該当し、かつ⑭に該当する病院） 

7 月請求分に係る状況届において、少なくとも回線提供業者への申込予定

ありとなるよう勧奨を徹底すること。 

②  レセ電は未実施で、レセ電導入の契約が申込済み又は申込予定があり、かつ回

線敷設が未実施で、回線提供業者への申込予定も薬剤師会への代行送信の申

込予定もない薬局（状況届の③又は⑤に該当し、かつ⑯に該当する薬局）  

7 月請求分に係る状況届において、回線提供業者への申込済みもしくは申

込予定あり、又は薬剤師会への代行送信の申込済みもしくは申込予定ありと

なるよう勧奨を徹底すること。 

 

２  状況届が未提出の病院・薬局の状況の確認 

状況届が未提出である理由ごとに、次のように対応すること。 

(1)  未提出の理由が、当該病院・薬局と連絡がとれないことによる場合には、早めに現

地訪問等を行い、状況確認を行うこと。 

(2)  未提出の理由が、保険医療機関・保険薬局の廃止による場合、あるいは手書きレセ

プトで請求している場合など、本来状況届の提出対象ではないことが明らかになった

場合には、速やかに勧奨対象から除外すること。 

(3)  未提出の理由が、保険医療機関・保険薬局の休止による場合には、10 月以降再開

するかどうか確認し、10 月以降に再開する予定である場合には、状況届の提出対象



 

とするとともに、状況届の提出対象ではないことが明らかになった場合には、速やか

に勧奨対象から除外すること。 

 

３ 状況届を送付したものの、宛先不明だった病院・薬局の状況の確認 

  宛先不明で状況届を送付できなかった病院・薬局については、現地訪問等により、迅

速に状況を確認し、廃止等本来状況届の提出対象ではないかどうかを判断すること。 

なお、その結果、本来状況届の提出対象ではないことが明らかになった場合には、速

やかに勧奨対象から除外すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


